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の比率は62.9％に増加している（参考文献②）。
人材が不足する医療・介護労働をめぐる国際移動は
アジアに限らず世界中で起きている。インドからアメ
リカへ、あるいは英語圏アフリカ諸国からイギリスへ
の「南北」移動が生じ、その穴埋めをすべくアフリカ
内部での「南南」移動が発生した（参考文献④）。こ
うした移民が受入国の政策の変化に翻弄される一方で、
その移動性を最大限に活用して社会的上昇を遂げる主
体が女性化していることも確かだ（参考文献⑤）。
●研究潮流の変化
労働移民は短期的な産業予備軍として、雇用調節と
低賃金労働を可能にするという経済学的な理解がある。
その一方で、労働移民のための社会的負担が受入地域
の資本蓄積のためには不利となり、経済学的説明は部
分的にしか有効ではない。そこで労働移民というテー
マは経済学を超えた分析枠組みを必要とし、社会学が
それを補う視角を積極的に提供してきた。
たとえば、労働移民が帰国せず、そのうえ、受入社
会に統合されるわけではないことが明らかになると、
共生の論理を模索して多文化主義の概念が生まれた。
また、移民集団を分析する手がかりとしてエスニシ
ティの概念が生まれ、トランスナショナルな社会資本
を動員して帰属集団や出身地の開発を促進する主体と
して現代の「ディアスポラ」の役割が注目された（参
考文献⑥）。これに関連して移民による海外送金や、
一時的な頭脳流出から転じて頭脳循環を引き起こす循
環的移民の登場が開発に利益をもたらすと論じられる
（参考文献⑦）。しかし、越境的な活動の主体性が注目
される一方で、国境管理の手法や生体認証技術を相互
に参照し、国境を管理下に置こうとする国家が存在す
ることも厳然たる事実である（参考文献⑧）。
移動する人とそれを管理しようとする国家との相互
作用も含め、人の移動は今後も日々形態を変化させつ
つ、増加するであろう。実務・研究の別を問わず、人
の移動というテーマをめぐる課題への取り組みは、問
題解決の糸口を提供するだけでなく、当該研究領域の
深化・発展をいっそう促すだろう。
（あみなか　あきよ/アジア経済研究所　アフリカ研究
グループ）
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